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今週のキーワード 

消費意欲指数 

全 国 の 一 般 生 活 者 6 ,000 名 に 対 し 、 「 消 費 意 欲 （ モ ノ を 買 い た い 、 サ ー ビ ス を 利 用

し た い と い う 欲 求 ） が 最 高 に 高 ま っ た 状 態 を 100 点 と す る と 、 あ な た の こ れ か ら ３ ヶ 月

間 の 消 費 意 欲 は 何 点 ぐ ら い でし ょ う か ？ 」 と 質 問 し た結 果 の 指 数 。 ３ ヶ 月 単 位 で 調

査 し 次 回 は 11 月 。 こ の 調 査 の 特 徴 は 「 不 透 明 な 景 気 状 態 で 消 費 意 欲 は わ か な い

（40点 ・男 性 48歳 ・富 山 県 ）」というように消 費 者 の具 体 的 な声 も映 し出 す。 

※配信先の変更、配信停止のご希望はお手数ですが Tel.03-3216-2004 または info@knowsi-land.jp までご連絡ください。 
 

震災後 消費鈍化は生活見直し機運
今後３ヶ月間「消費意欲指数」56.6  
 

博報堂生活総合研究所が行っている９月時点

での「これから３ヶ月間の＜消費意欲指数＞」

によると、全国平均で 56.6 点。前回５月時点調

査では57.4点だったから約１ポイント近くも下

がったことになる。結論として「前回を下回っ

た消費意欲。震災で生活見直しの兆し」と分析

した。 

地域別でみると最も高かったのは前回に続き

北陸で 59.4 点、次いで四国の 57.8 点だった。

最も低かったのは甲信越で 55.1 点でした。前回

最下位だった東北は 1.1 点増え 56.5 点で 10 エ

リア中７位まで盛り返した。今回の調査分析で

は、震災の影響や自粛をあげる人が前回に比べ

大幅に減少した反面、震災を契機に「節電対策」

のように今までの生活を見直す、無駄遣いしな

いという人が増えており、消費意欲指数が伸び

なかった一因と考えられるという。また、国内

政治、国内外の経済状況、福島第一原発事故収

束の先行き不透明感が拭えないため、消費抑制

という人も関東で多くなっているという。一方、

消費意欲が高い理由としては、震災による自粛

や節約行動、倹約ムードが一段落してきたこと

や、夏休みのレジャー消費、秋冬に向けてのバ

ーゲン消費などに積極的になっていることを指

摘している。ただし、今秋後半の市場で気にな

る商品といえばＡｐｐｌｅ（ｉＰｈｏｎｅ４Ｓ）

だが、４Ｓに限っては低価格を目玉とするそう

で、競合商品は軒並み苦戦を強いられそうだ。

経産省が2012年度税制改正で要望
円高による産業空洞化に対応など  
 

経済産業省の2012年度税制改正要望では、2011

年度改正で継続審議とされている法人実効税率や

中小軽減税率の引下げなどの着実な実施ととも

に、急激な円高などにより加速する産業空洞化へ

の対応や、日本経済の新たな成長の実現、地域の

経済・雇用を支える中小企業の活性化を３本柱と

する税制の構築を求めている。 

産業空洞化対策としては、車体課税の抜本的な

見直しを挙げ、重畳的な車体課税について、自動

車取得税及び自動車重量税を廃止し、環境対応車

への優遇措置の強化など、抜本的な税制の見直し

を図る他、償却資産に対する固定資産税の見直し、

原料用途免税の恒久化・本則化、軽油引取税の免

税措置の延長を要望している。日本経済の新たな

成長の実現では、研究開発投資の充実、事業再編

の促進（国税：産活法の認定を受けて行う自社株

式を対価としたＴＯＢ（株式公開買付）を促進す

るために必要な税制措置を講じる）、特定の資産

の買換えの場合の課税の特例の延長、再生可能エ

ネルギーの普及・拡大、資源確保の推進を図る。

中小企業活性化対策では、中小企業投資促進税

制の拡充、少額減価償却資産に係る事務負担の軽

減、中小企業の事業承継税制の見直し（国税：事

業承継税制の活用を促進するため、適用要件の緩

和等の見直しを行う）、交際費課税の特例の延長

を要望した。その他、検討事項として、「地方法

人二税の見直し」（地方税）、「印紙税のあり方

の検討」（国税）、「事業所税の見直し（市町村

合併関連）」（地方税）を挙げている。 
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